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第１章 はじめに 
1.1 問題意識 
労働者全体の離職理由について、平成 25年厚生労働省調査の「雇用動向調査結果の概況」
によると、男性は「定年・契約期間の満了」を除くと「労働時間等の条件が悪い」(10.4％)
が最も多く、女性においても 15.2％と同理由が最も多い。前年比較でも、男性(前年 10.2％
→調査年 10.4％) 、女性(前年 15.1％→ 調査年 15.2%)ともに高く推移している。「労働時
間の実態」は、もし入社前に情報開示・取得が適切に行われていれば、入社前からある程度
は想定することが可能な項目であろう。また、「労働時間の実態」は入社後における個人の
役割とは相関の低い項目であるため、離職意志につながりやすいと考えられる。また、エン・
ジャパン株式会社が実施している転職サイト「エン転職」登録者を対象とした転職理由のア
ンケート調査結果では「給与が低かった」(39％)が最も多く、「やりがい・達成感を感じな
い」(36％)「企業の将来性に疑問を感じる」(35％)といった結果であった。第一の「給与が
低かった」は、「労働時間の実態」と同じく転職者が採用企業に確認をすることで取得でき
る項目であると言える。 
個人の転職理由に対して採用企業側の状況として、リクルートワークス研究所が実施し
た中途採用実態調査(2017)によると、中途採用における人材確保難が一層顕著になってき
ており、2017 年度下半期の中途採用において人員を「確保できなかった」と回答した企業
が 49.9%と過去 5年の同時期と比べ最も高い。一方、「確保できた」と回答をした企業は 49.5%
と初めて「確保できなかった」を下回る結果となっている。「確保できた」の内訳としても
業務未経験者の採用が増加している傾向にあるため、転職者が入社後に組織適応し、定着し
ていくことは採用企業にとっても重要な課題になってくると考えられる。 
また、実務での経験を踏まえると、採用プロセスにおいて転職者は、転職者自身の印象を
落とすような不利益な情報の開示を行わない傾向にある。例えば、転職をする背景・理由な
どを脚色し、転職者自身ではなく所属していた企業に非があった表現を行う事がある。そし
て、採用企業も同様に企業イメージを落とさないように情報開示を行う事で実態と乖離し
たイメージを転職者に与えるケースも発生している。例えば、長時間労働の常態化が問題に
なっており退職理由の上位に挙がっていたとしても、質問を受けない限りは開示を行わな
いケースなどである。このように転職者・企業双方が不利となる情報を積極開示しないこと
で転職者・企業側双方に情報の非対称性が生じており、お互いに不足した情報を元に選考プ
ロセスを進めていく事になる。そのようにして転職者と企業双方が転職（採用）の意思決定
を行った結果、入社後のイメージにズレが生じ、転職者の離職意志が高まる可能性があると
考えられる。合わせてであるが転職者および採用企業の間で情報の非対称を生じさせる要
因の一つとして、仲介業者の影響も考えられる。人材紹介会社や採用代行会社をはじめとす
る採用支援を業となす企業が採用プロセスにおいて転職者と採用企業の間に入る事により
当事者間では認識のないうちに情報が歪められ伝わっているケースが散見される。これは、
人材紹介会社や採用代行会社の営業担当者が一人でも多くの転職を成功させることで社内
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の評価を得る仕組みが要因であると考えられる。このような事からも、求職者および採用企
業が主体的に採用プロセスにおいて取得する必要のある情報が何かを把握し、実行してい
くことが重要になってくると考える。 
こうした問題意識に鑑み、本研究は転職者・企業双方が取得する情報に非対称がある際に、
特にどの項目の情報非対称が転職者の早期離職の意志を起こしやすいのかインターネット
調査を用いて定量的に検討する。離職意志を起こすまでの過程には、入社前と入社時、入社
後における情報の非対称の他にも、個人と組織における統合プロセスや個人と組織の関係
性がどうであったか、も影響を受けると考えている。そのため、採用プロセスおよび離職意
志までの過程を時間軸で分けて考え、入社前に「Realistic Job Preview理論」（以下：RJP
理論）、入社時に「組織社会化」、入社後に「Perceived Organizational Support」（以下：
POS）の概念をあてはめながら HRM施策および離職意思との関係性を検討する。 
 
1.2 論文の構成 
前述した研究目的のもと、第 2 章では先行研究を検討していく。先行研究では HRM 施策
および離職意思との相関性が検証されている 3つの概念（①RJP理論、②組織社会化、③POS）
について検討する。第 3章では、先行研究をもとに仮説導出を行い分析モデルについて整理
していく。第 4章では分析モデルに基づいた質問項目および尺度について説明していく。第
5 章では、データの分析を通じて得られた結果について述べ、第 6 章で考察を加えていく。
最後に第 7章で本研究の理論的意義や実践的示唆、限界と今後の課題をまとめる。 
 
第 2章 先行研究 
2.1中途採用に注目する理由 
 本研究では、RJP理論を中途採用に当てはめて実証的に研究する。多くの研究が、新卒採
用者のリアリティショックに関する研究（例えば、小川（2005）、尾形（2012b））であるが、
中途採用も転職先に新しく入社する際にリアリティショックを感じる可能性がある。新卒
採用者と中途採用者の大きな違いは、既に前職での経験の有無である。 
新卒採用をとらえる表現として Thurow（1975）によると、経営者は他社経験のない新卒
者を何色にも染めやすい「白い布」に例え、採用の際にそれを選択する「白い布仮説」があ
ると述べている。また、永野(2012)では新卒者と中途入社者の採用目的の違いについて、新
卒者に関しては、社内での育成を前提にした訓練可能性の高い人材を採用しようとしてい
るのに対し、中途採用は、具体的な経験や知識・技能を保有している人材を採用していると
述べられている。同じく永野(2012)では、採用に関する企業調査結果を実施している。その
中で「従業員に企業の価値観を伝授する事を重視しているが新卒者の方がそれを素直に吸
収してくれる」という意見や「経験者なら一応の仕事ができるが、仕事の上での判断基準が
ぶれては困る。その点、新卒者には折に触れ先輩や上司が会社の考え方を教えていくので、
それが自然に身につく」といった「白い布仮説」そのものを示す見解もでている。ただ、新
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卒採用における内部育成には、そのための費用を必要とする事から、新卒採用を実施してい
ない企業の回答では「新卒者は潜在能力が高い人材プールだが、一から教えるのは大変だか
ら新卒者を採用していない」といった内容もあったとの結果が出ている。また、永野(2007)
において中途採用の選考プロセス上の特徴として、担当する仕事が明確になっていて「即戦
力」という考え方が強いため、面接などの選考においても上司等の実際に業務で関わる社員
が加わっているケースが増えていると述べている。一方新卒者については、即戦力性が低く
とも潜在能力が高く、会社の考え方に共感を得られている人材を確保しているケースが多
い。永野(2016)では、新卒採用と中途採用の実態を把握するためのアンケート調査を実施し
ており、アンケート結果によると新卒採用のターゲットとなる「潜在能力の高い人材」の人
物像として概ね「主体性、チャレンジ精神、打たれ強さ、コミュニケーション能力」などが
あげられている。また、新卒採用でも似たような人材のみの採用を避けるため「尖った人材」
と表現をし、多少型破りでもバイタリティがあり押しの強いといった人物像をターゲット
にすることもあるようである。中途採用についてはどうか「即戦力」とは言うものの採用企
業は職務領域を定義しきれていない傾向にあるようである。そのため採用企業からすると
「思っていたほど即戦力性が高くなかった」との評価になる事もあるという。この職務領域
を定義しきれていない事による入社後の評価への影響は採用される転職者にとっても同様
に入社前に想定していた仕事イメージとのギャップ（リアリティショック）を生むことにつ
ながるだろう。また、中途入社者については新卒採用者と異なり、前職以前における仕事の
仕方などのアンカリングがある事により、組織参入時のリアリティショックがより大きく
なると言える。 
 
2.2 RJP理論に関する先行研究 
堀田（2007）によれば、RJP理論とは、アメリカの産業心理学者であるジョン・ワナウス
（Wanous）により提唱された理論で、企業が採用活動時に、転職者に対して組織や仕事につ
いての良い面だけでなく、悪い面も含めた正しい情報を開示することで転職者の入社後の
定着率を高めることができるとされている。そして正しい情報開示を行う事で主に 4 つの
効果があると述べられている (図表 1)。1つ目は「セルフスクリーニング」効果で、正確な
会社情報、仕事情報を得ることで転職者が自ら企業との適合性を判断できるようになる。2
つ目は「ワクチン」効果で、転職者が職務や職場に対して抱く過剰な期待を事前に冷却させ、
入社後の失望を軽減させることで離職率を低下させる。3つ目は「コミットメント」効果で、
ありのままの情報を開示することで組織の誠実さをアピールし、結果、採用者の企業への帰
属意識や愛着を深めさせる。そして、4つ目は「役割明確化」効果で、採用活動時に企業が
転職者に何を期待しているかを明確化することで、転職者は企業に求められている業務に
従事していることを実感しやすくなり、仕事への満足度が高まり、意欲の向上にもつながる。
また、ワナウスは、組織参入に先立って新人が抱く仕事への期待が採用プロセスで膨らんだ
あとで現実の組織に参入する事で幻滅感につながり、離職行動を引き起こすと主張してい
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る。そのような離職行動を抑制するためにワナウスは、採用プロセスの際にネガティブな側
面も含めた現実に基づく職務情報を採用希望者に提供する事の重要性を提唱している。 
 
図表 1 RJPの心理的効果のモデル 
 
出典：堀田（2007） 
 
また、堀田（2007）は、RJPを実現する採用手法として①紹介予定派遣②トライアル雇用
③日本版デュアルシステム④インターンシップについて紹介をしている。①紹介予定派遣
についてはサービスの利用事業者は「労働者の適正・能力を見極めてから雇用する事ができ
る」ことをメリットと感じている一方で、派遣スタッフは「仕事が自分に合うかどうかを見
極めることができる」との理由でサービス利用が多く、双方にて比較的長期の検討期間を設
定してマッチングを図れる仕組みとして関心が高まっている。②トライアル雇用について
は、公共職業安定所が紹介する 35歳未満の若年者を短期間試行的に雇用する企業に対して
奨励金を支給し、仕事上必要な指導や能力開発を行ったうえで常用への移行を図る制度で
あるが、期間終了後の採用義務がないにもかかわらず、高い常用雇用以降率が維持されてい
ることはトライアル雇用がミスマッチ防止策として有意義である事を示唆している。③日
本版デュアルシステムについては「訓練計画に基づき、企業実習又は OJTとこれに密接に関
連した教育訓練機関における教育訓練(off-JT)を並行的に実施し、終了時に能力評価を行
う訓練制度」と厚労省が定義しており、成果としての受講者数は少ないものの、採用の意思
ある企業と終了の意識が高い訓練生が、一定の時間をかけて能力や意欲のミスマッチ軽減
を図り、実習先企業での就職を実現していることがうかがえると述べている。④インターン
シップについては学生に対して専攻分野や将来のキャリアに関連した就業体験を与える制
度であるが、採用直結型インターンシップを 3 年間実施した企業の事例によるとインター
ンシップを通して内定を出した学生はミスマッチが少なかったと述べられている。この RJP
を実現する採用手法として紹介されている 4 つの共通点は、採用される側と採用する側が
一定期間ともに業務遂行を行ったうえでお互いを選んでいく点にある。 
堀田（2007）は、新卒を対象とした体験的就業調査を実施しており、その調査結果から①
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企業の誠実な姿勢と配慮を示すこと、②仕事内容についての十分な情報の提供、③現役社員
との率直な関わりを、コストを高めない形で行う事が RJP に正の影響を与えると述べてい
る。特に②は、採用される人間が組織の「外」から十分な情報を取得し理解する事は難しい
ため、体験的就業を通して採用する側の社員またはその取引先から充実した情報を取得す
る事で、採用する側・採用される側の双方から見た適合性の見極めを助けることにつながる
と述べている。 
Wanaous(1973)では、新人が組織に参入していく際に、概念的には 2つのマッチングが
問題になると主張している。1つ目は、個人のタレントと組織の必要とするタレントの間
のマッチングであり、2つ目は、個人の欲求と職務特性や組織風土とのマッチングであ
る。また、この 2面性があるにも関わらず、これまでの産業心理学者の研究は、どちらか
というと組織が個人を選択するという観点が主で、個人が組織を選択するという観点は従
であった。従来はどちらかというと能動的にではなく受動的に捉える見方に傾斜してしま
ったのである。RJPはそれを思い切って逆転させ、むしろ組織に加入していく個人にもっ
とリアルに組織と職務の実態を知ってもらって、彼らに自分がそれに向いているかどうか
を積極的に自己決定してもらおうとしている。そしてそこに RJPの特徴があるのだと述べ
ている。Wanaousは、電話会社におけるオペレーターを対象とした調査を行っており、採
用時において仕事の様子を事前に見ていた人は、見ていない人に比べ在籍期間が長い傾向
になる事を検証している。また、オペレーター調査を通して採用活動時に転職者に対して
良い情報だけではなく、悪い情報も含めて情報開示することは、入社後の定着率を高める
と結論づけている。林(2009)は、新卒採用プロセスが内定者意識形成に与える影響につい
て製造業大手の 2009年新卒採用内定者を対象としたアンケート調査を実施し、内定者は
採用プロセスにて面接官として出てくる採用担当者を企業の代表と捉えるため、採用担当
者の好感度が高いときに、望ましい意識形成がなされるという検証結果を述べている。ま
た、内定者が採用プロセスにおいて企業情報を取得する手段として ①面接官等の従業員
の行動・態度 ②採用選考での扱われ方 ③面接でのコミュニケーションの 3つが機能し
ていると示している。したがって、いわゆる圧迫面接を行う企業は自社の評価を下げるた
め慎んだ方が良いとも述べられている。林(2009)の研究結果を踏まえると、採用企業が圧
迫面接を実施する目的がストレス耐性の評価であるならば、圧迫面接以外の手法をとる事
が企業にとって望ましい。 
金井(1994)は、ジョン・ワナウスの研究を通して①伝統的アプローチとの比較②RJPとそ
の効果を把握するうえでの注意③RJPの効果と哲学について述べている。①伝統的アプロー
チとの比較について、従来の採用手法は、１.いいところを見せる 2.大勢に来てもらう 3.
大勢の中から特上の人を選ぶ、といった 3ステップで「良い面のみを見せる」考え方であっ
たのに対して、RJP を用いた手法は、「良いところも悪いところもありのまま見せる」とい
う違いがある（図表 2）。②RJP とその効果を把握するうえでの注意として RJP で誤解を生
じやすいいくつかの点について解説している。具体的には「個人にイニシアチブを譲るのは
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組織側の損失ではないか」という疑問に対して「RJPの採用によって応募者の総量が減って
も、その仕事にふさわしい応募者がへるわけではない」と述べており、「RJP は仕事のネガ
ティブなところだけを強調すること」だという誤解に対しては、「マイナス情報も事実に即
して伝えた方が、かえって働くことのプライドや仕事のポジティブな面の説明信頼度も増
すだろう」としている。③RJPの効果と哲学について、RJPは採用の手法ではあるが、それ
以上にリクルートについての基本姿勢、もしくは組織への人の入り方についての基本哲学
でもある。そのことを踏まえ、RJPの手法・哲学と HRMの関係性をもとに個人の能力、会社
の人事方針、経営戦略の 3項目は RJPとの関わりが強いと主張している。 
 
図表 2 RJPと伝統的なリクルーティングとの対比 
 
出典：金井(1994) 
 
2.3 組織社会化に関する先行研究 
組織社会化は国内において先行研究が進められている。尾形（2008）は、若年就業者の組
織社会化プロセスについて、組織社会化は組織に参入する以前の予期的社会化の段階から
始まっていると述べている。また、予期的社会化の段階で入手する情報は、職場への適応を
左右する重要な情報であり、「職業的予期的社会化」は、「組織的予期的社会化」に先立つと
提示されている。職業的予期的社会化は、幼少の頃から開始されており「社会にはどのよう
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な職業があるのか、その職業がどのようなものかを理解している事」と定義し、組織的予期
的社会化は、「その組織がどのような組織かを理解している事」と定義している。本研究で
は「職業的予期的社会化」「組織的予期的社会化」によって発生する組織への「期待」と「組
織現実」の間に生まれるリアリティショックが離職意思に与える影響を検討する。 
尾形(2009)では、導入時研修が新人の組織適応にどのような影響を与えるかについて、食
品メーカー(売上高 150億、従業員 300名)に所属する 23名の社員へのインタビュー調査実
施を行っている（図表 3）。調査の結果 A 社の導入時研修が組織社会化に与えている影響は
2つあり、「厳しさ」「不変性」であると述べている。また「厳しさ」が新人にもたらす効果
は、5つあり①タブラ・ラサ効果（新人たちの今迄の価値観を一気に打ちこわし、社会人と
して、A社の社員としての価値観、行動規範を習得させる。タブラ・サラとは白紙のように
真っ白な状態の意味）②ヨコとの連帯感の醸成（厳しい研修を同期と乗り越える事で強い連
帯感と同期意識を醸成）③タテへの信頼感の醸成（トレーナーや社長の支えを研修内で感じ
させることでタテへの信頼感を醸成）④自己効力感の醸成（厳しい研修を乗り越えることで
自己効力感を醸成）⑤組織コミットメントの向上（研修という厳格な手続きを踏むことで愛
社精神の醸成）の 5つであると述べられている。 
「不変性」が新人にもたらす効果として、①コミュニケーションツール(25 年間同じ研修
を実施する事で導入時研修の話題が職場全体の話題となり新人が組織に打ち解けていくた
めのツール)②メンバーシップ(新人は先輩たちと、先輩は新人が同じ研修を受けてきたと
いう意識が相互に醸成される)の 2つがあると述べている。「厳しさ」と「普遍性」がこのよ
うな効果をもたらす事から採用企業における導入時研修が新人の組織社会化を促進させる
社会化エージェントとしての機能を果たしていることを証明している。 
 
図表 3 A社の導入時研修が組織社会化に与える効果 
 
出典：尾形(2009) 
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尾形(2012a)では、若年就業者を対象にリアリティショックが組織適応に与える影響につ
いて理解するため若手ホワイトカラーを対象に定量調査を実施している。調査の結果、若年
ホワイトカラーの離職意思に影響を与えているリアリティショックは「他者の能力や評価」
であり、上司や同僚の能力が低かった場合に自分自身も将来そうなるのではないかという
不安が増長し離職意思を高めると述べられている。 
また、小川(2005)では個人の組織適応に対する個人と組織が行う組織社会化戦術の関係
性を調べるため、29 歳以下の若年者向けのハローワークに登録歴のある若者を対象に行わ
れたアンケート調査を実施している。その結果からリアリテイショックは、予想通り組織コ
ミットメントや上司への信頼感に対し比較強い負の効果を持っていたが、一方で職務満足
に対しては直接に効果がなかったと述べている。つまり、リアリティショックは、日々の仕
事に対する態度ではなく、組織への態度に影響を及ぼすということが確認された。組織コミ
ットメントに与えた影響と同程度に上司への信頼感を低下させたのは、上司を組織のエー
ジェントとしてとらえた効果ではないかと述べられている。高橋(1993)では、組織社会化を
テーマにした先行研究を通して組織参入における中心テーマは「リアリティショック」と
「幻滅」の 2つであり、リアリティショックとそれに基づく幻滅経験の大きさは個人の組織
社会の成否（離転職の増加）と密接な関係がある事を述べている。 
以上の先行研究により、「入社時」つまりは「組織参入時」におけるリアリティショック
の大きさが離職意思へ影響をあたえることが明らかにされているが、組織への参入前であ
る採用プロセスとの関連性については述べられていない。 
 
2.4 POSに関する先行研究 
入社後の組織と個人のつながりを示す概念である POSは、「組織が従業員の貢献を価値あ
るものとしている程度や、従業員の well-beingに配慮してくれている程度に関する全般的
な信念」（Eisenberger, Huntington, Hutchison & Sowa, 1986 ）と定義され、擬人化され
た組織から（実際には上司や同僚から）認められていると感じる、正当な評価を受けている
と感じる事で組織への恩返しとして貢献をする考えである。例えば、高橋・政氏(2012)は、
34 歳以下の女性雇用者を対象にした調査において「離職意思や仕事ぶりに POS はどのよう
なプロセスで影響を与えるか」について、POSが高まる事でまずは雇用者の任意行動（個人
の生産性に影響しないが組織に有用な作用を促進する業務）が高まり、次に職務上要求され
る業務へのコミットメントが高まると述べている。また、「仕事と家庭を両立できる事より
も POS を感じられる事の方が組織へのコミットメントに対する影響力が大きいのではない
か」という仮説から、POSを高める要因として「意思決定への参加」「成長の機会」「上司か
らのサポート」の 3 つを挙げ、特に「上司からのサポート」の影響が強かったと述べてい
る。つまり、上司から期待されることが組織へのコミットメントを強め、離職意思低減につ
ながると考えられる。 
また、佐藤(2014)は、POSに影響を与える近因的な要因の 1として上司の支援を挙げてい
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る（図表 4）。上司の支援について従業員は組織による自分たちに対する評価についての全
般的な知覚を形成するのと同じように、上司が自分たちの貢献をどの程度評価し、well-
being にどの程度配慮してくれているかに関する全般的な知覚も抱くことになると述べて
いる。そして組織からの肯定的な評価は、承認や尊敬、親和、情緒的な支援などの社会情緒
的欲求を充足するだけでなく、組織はさらなる頑張りに応じて報酬を与える意志がある事
や、より良い仕事を行えるように資源を提供する準備が整っていることを示すことで POSに
影響をおよぼすとも述べられている。今日的なテーマとして高齢者の部下を持つ上司の職
場マネジメントを論じた鹿生・大木 (2018) は、POS概念を用いて分析を行っている。その
結果、高齢社員を対象に上司からのサポートや期待を感じることが離職意思を低減させ仕
事への意欲を高めることを明らかにしている。以上をまとめると POS に関する先行研究か
らは年齢や社会人経験の大小には大きく関係なく、上司との関係性が離職に影響を与える
と考えられる。 
 
図表 4 POSモデル 
 
出典：佐藤(2014) 
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第 3章 分析モデルと仮説 
3.1 分析モデル 
離職意思に与える要因を入社前・入社時・入社後の 3つの時間軸で検証を行うため、従属
変数に「離職意思」、媒介変数に「RJP」「組織社会化」「POS」を設定する。本研究ではこの
うち RJP に影響を与える人事施策として選考プロセスに関わる変数を置き、媒介効果を検
討する。「HRM施策→媒介変数→離職意思」の分析モデルにおいて、「RJP」「組織社会化」「POS」
を同時投入した際の「媒介変数→離職意思」との関係性(分析①)を確認した上で、「HRM 施
策→媒介変数」（分析②）の関係性の確認を進めていく。 
 
 
図表 5 分析モデル 
 
 
3.2 仮説の導出 
 Bilal (2016)は、新人研修募集の際に提供されるありのままの仕事情報は、職務満足に正
の影響を与えると述べており、Wanaous(1973)では採用時において仕事の様子を事前に見て
いた人は、見ていない人に比べ在籍期間が長い傾向にある事を述べている。この事から RJP
は、入社以降に関係する概念と同時比較しても離職意思に影響を与える事が考えられる。ま
た、アンカリング効果により入社時の最初の印象は、転職先の印象を大きく左右する可能性
があることから仮説 1 を導出する。 
 
 仮説１ RJPは（組織社会化および POSをコントロールしても）離職意思に正の影響を与
える 
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堀田（2007）は、新卒を対象とした体験的就業を通して①企業の誠実な姿勢と配慮を示す
こと ②仕事内容についての十分な情報の提供 ③現役社員との率直な関わりを、コストを
高めない形で行う事が RJP に正の影響を与えると述べている。そのため中途採用面接にお
いても面接プロセスにおいて職務内容の説明を行うことが入社後のギャップを低減させる
ことにつながると考えらえられる。 
 
仮説 2-1  中途採用面接時における職務内容の説明実施は RJPに正の影響を与える 
 
林 (2009) では内定者にとって、選考を担当する社員の事を企業の代表と捉えると述べ
ている。この事から配属先上司との面談実施を行うことにより企業イメージと社員イメー
ジのギャップを軽減させる事につながると考えられることから仮説 1-2を導出する。 
 
仮説 2-2 中途採用面接時における上司との面談実施は RJPに正の影響を与える 
 
「雇用動向調査」（2017)によると、転職入職者が前職を辞めた理由について「労働時間等の
条件が悪い」が男女ともに高い。そのため、入社前に労働条件の実態について十分に説明
を行うことが入社前後の仕事イメージのギャップ軽減につながると考えられる。 
 
仮説 2-3 入社前に内定条件面談を行う事が RJP に正の影響を与える 
 
第 4章 調査・分析 
 4.1方法と対象 
仮説を検証するため、Web調査を通じデータを収集した。データ収集は、株式会社ネオマ
ーケティングに委託し、2018年 10月 25日（木）～30日（火）に実施した。データ収集の
対象は、①半年以内に転職を経験した人（現在の会社における勤務年数が半年以内）、②雇
用形態が正社員、③年齢 22歳以上 60歳未満、④学歴が大卒以上、⑤現職入職時に面接を受
けて入社した人の 5つの条件を満たす人を対象とした。 
対象を半年以内に転職を経験した人に限定したのは、回答の確からしさ（採用面接等の質
問が当研究の重要項目になるため）を担保するためである。また、⑤は縁故・親族など面接
をすることなく入職している対象者を排除するためである。 
 
4.2質問項目と測定尺度 
 質問項目は基本属性 27問、HRM施策 37問、RJP理論 10問、組織社会化 3問、POS 5問、
離職意思 7問について回答を取得し、具体的な質問項目は、先行研究等を踏まえて設定し
た。 
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① 離職意思 
黒田・張 (2011)において介護職員の離職意思測定尺度を活用した。離職に関する論文は
多く存在するが介護業界における離職率は一般的に高く、離職を低減させる本稿の目的に
近いと考えられたため参考にした。離職に関する心情や行動について「1=はい」または「2=
いいえ」で回答を得たが、こちらについては反転を行ったため「1=いいえ」「2=はい」とな
り、数値が高いと離職意思が高くなる事を意味している。（平均値＝1.41、標準偏差＝0.49）。 
 
② HRM施策（採用プロセス）の測定尺度 
厚労省が 2013年に実施した「今後の雇用政策の実施に向けた現状分析に関する調査」に
て企業の正社員の中途採用に関する動向や方針、中途採用の方法・処遇管理等の実態や課題
等について把握するとともに、転職を経験した個人の転職理由や処遇等の変化を把握し、必
要な政策の在り方を検討することを目的として実施されたアンケート項目を活用した。回
答方法について基本的には「1=はい」または「2=いいえ」で回答を得たが、こちらについて
は反転を行ったため「1=いいえ」「2=はい」となった。また、「選考回数」については「1=0
回」～「5=4回以上」と選択式にした。 
 
③ RJPの測定尺度 
Barksdale（2003）にて RJP の心理尺度を図るための用いられていた項目を活用した。
Barksdale（2003）では「入社前とイメージが違った」のみであったため、「何の」イメージ
が違ったに該当する可能性のある項目を追加した。例えば、「職務内容」「労働時間」「採用
背景」など企業が人材募集の際に作成する求人票に記載される項目や「職場のイメージ」「上
司のイメージ」など採用プロセス上でしか確認のできない項目を使用した。また、回答を「1=
一致していた」～「5=全く違っていた」の 5点尺度で回答を得た。いずれの尺度も反転して
使用しているため、数値が高いと RJPが高まる事を意味する。 
 
④ 組織社会化の測定尺度 
米井(2015)にて営業職且つ中途入社者を対象とした組織適応に関する調査にて使用され
ていた項目から活用した。営業職は汎用性が効きやすい職種であり、人材の流動性があると
想定されるため当論文の質問項目を参照にした。例えば、入社時の状況について「あなたの
仕事をどう遂行すべきかについて、先輩社員に指導されましたか」「仕事に対する知識の大
半は教わったのではなく試行錯誤の中で得たと思いますか」等の項目である。入社時の状況
のとらえ方について「1=強くそう思う」～「5=全くそう思わない」の 5 点尺度で回答を得
た。反転して尺度を用いたため、値が高いと組織社会化が高まる事を意味している。 
 
⑤ POSの測定尺度 
Eisenberger(1986)にて使用されている 36 項目の測定尺度から離職と関連しうる項目を
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抽出する形で活用した。例えば、現在の会社について「仕事を遂行するための援助を提供し
てくれる」「あなたの目標や価値観を重視してくれる」「あなたのウェルビーイング（幸福・
健康）を気にかけてくれる」等の項目である。また、入社後の状況の捉え方について「1=強
くそう思う」～「5=全くそう思わない」の 5点尺度で回答を得た。いずれも反転して尺度を
用いているため、数値が高いと POSが高まる事を意味している。 
 
4.3統制変数 
 統制変数として、性別、年齢、転職回数、企業規模変化有無、職種変化有無、業種変化有
無、役職変化有無を投入している。 
 
4.4分析手法 
 調査結果の統計処理は、HADを使用し、収集した回答データをもとに因子分析、相関分析、
重回帰分析を行った。 
 
第 5章 調査結果 
 5.1回答者の属性、天井効果、床効果の確認 
 今回使用するサンプル数は、156名である。回答者 156名の内訳は、男性 110名（71％）、
女性 46名（21％）で、平均年齢は 39.7歳である。最終学歴は大学卒が 143名（92％）、大
学院卒が 13 名（8％）と男性の大卒が多くを占めている。また、回答者の業種は製造業 30
名（19％）、建設業 14名（9％）、運輸業 8名（5％）、情報通信業 12名（8％）、金融・保険
業 4名（3％）、卸・小売業 15名（10％）、不動産業 7名（4％）、医療・福祉業 18名（12％）、
飲食・宿泊業 1名（1％）、教育・学習支援業 4名（3％）、電気・ガス・熱供給・水道業 3名
（2％）、娯楽・サービス・その他 40名（26％）と製造業、娯楽・サービス業・その他が約
5割を占めている。 
 年代別に見ると、30代・40代の回答者が 103名（66％）を占めている。企業規模につい
ては変化しているとの回答者が 75名（48％）してないとの回答者が 81名（52％）と約半々
であるが、業種については変化しているとの回答者が 91名（58％）していないとの回答者
が 65名（42％）であり、職種については、変化しているとの回答者が 110名（71％）して
いないとの回答者が 46名（29％）と必ずしも現在の仕事が次の転職先の制約要件にはなっ
ていないようである。また、役職については変化しているとの回答者が 116 名（74％）して
ないとの回答者が 40名（26％）である事から転職を経ることで役職の上昇（もしくは下降）
を目指していることが窺える。 
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図表 6-1 年代×性別・企業規模・業種・職種・役職のクロス表 
 
 
業界と転職回数のクロス表見ると、業界軸では製造業、娯楽・サービス・その他業界を中
心に偏りなく回答取得ができている。転職回数は平均すると、2.6回と複数回転職を経験し
ており、4回以上経験している層が最も多い。データの特徴として「ジョブホッパー」と言
われる短期間で転職を繰り返す層が含まれている可能性がある。とくに、黒田・張（2011）
が指摘するように医療・福祉の転職回数が 3.2回と唯一 3回を超えている。また、休日労働
や時間外労働を強いられる業種（不動産業、教育・学習支援業、娯楽・サービス業）の転職
回数が多い。 
 
図表 6-2 業種×転職回数のクロス表 
 
 
職種では、30代、40 代を中心とした営業系、企画・事務・マーケティング・管理系職種
での回答者が多い。一般に企業の中でも営業職種・管理系職種の人員は、専門職に比べ人員
構成比が高くなる傾向にあるため、回答者の属性としては日本企業の中間層からの回答が
得られたと考えられる。 
 
 
 
20代 11 39% 17 61% 12 43% 16 57% 15 54% 13 46% 20 71% 8 29% 25 89% 3 11%
30代 32 60% 21 40% 27 51% 26 49% 34 64% 19 36% 38 72% 15 28% 43 81% 10 19%
40代 45 90% 5 10% 22 44% 28 56% 28 56% 22 44% 33 66% 17 34% 35 70% 15 30%
50代 22 88% 3 12% 14 56% 11 44% 14 56% 11 44% 19 76% 6 24% 13 52% 12 48%
総計 110 71% 46 29% 75 48% 81 52% 91 58% 65 42% 110 71% 46 29% 116 74% 40 26%
変化なし　
性別 企業規模変化
男性 女性 変化あり 変化なし　
業種変化 職種変化 役職変化
変化あり 変化なし　 変化あり 変化なし　 変化あり
総計 一人あたり転職回数
製造業 9 30.0% 9 30.0% 4 13.3% 8 26.7% 30 2.4
建設業 7 50.0% 3 21.4% 1 7.1% 3 21.4% 14 2.0
運輸業 3 37.5% 3 37.5% 0 0.0% 2 25.0% 8 2.1
情報通信業 3 25.0% 4 33.3% 2 16.7% 3 25.0% 12 2.4
金融・保険業 2 50.0% 0 0.0% 1 25.0% 1 25.0% 4 2.3
卸売・小売業 4 26.7% 4 26.7% 2 13.3% 5 33.3% 15 2.5
不動産業 1 14.3% 2 28.6% 2 28.6% 2 28.6% 7 2.7
医療・福祉 4 22.2% 1 5.6% 1 5.6% 12 66.7% 18 3.2
飲食・宿泊業 0 0.0% 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 2.0
教育・学習支援業 1 25.0% 1 25.0% 0 0.0% 2 50.0% 4 2.8
電気・ガス・熱供給・水道業 1 33.3% 2 66.7% 0 0.0% 0 0.0% 3 1.7
娯楽・サービス業・その他 10 25.0% 4 10.0% 10 25.0% 16 40.0% 40 2.8
総計 45 28.8% 34 21.8% 23 14.7% 54 34.6% 156 2.6
1回 2回 3回 4回以上
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図表 6-3 職種×年代 
 
 
次に記述統計（平均値と標準偏差）および、天井効果や床効果を確認した。図表 3-4の通
り、得点分布の偏りは認められなかった。最下段の離職意思は、平均値が 1.41（標準偏差
＝0.49）であることから、入社半年以内であっても離職を考える人達が多いと言える。HRM
の採用プロセスは、概ね 1 点台の後半であることから多くの企業で基本的な情報について
応募者に伝えていることが分かる。ただし、その中でも「選考において会社全体の退職状況
について聞いていましたか」の値が 1.42（標準偏差＝0.50）、「「選考において入社後に同じ
部署になる社員と面接または面談をしましたか」という値が 1.57（標準偏差＝0.45）と低
く、面接の実施の仕方や面接で話すコンテンツにムラがあることが窺える。 
 それに対して、RJP に関わる変数を見ると、いわゆる労働条件に関わる変数（職務内容、
報酬内容、労働時間、休日・休暇、勤務地、採用背景）は、3点台後半から最大 4.2点であ
るが、入社前に抱いていた職場のイメージが 3.41（標準偏差＝1.11）、入社前に抱いていた
上司のイメージが 3.51（標準偏差＝1.07）と他の RJP の変数と比べると値が低く、かつ標
準偏差も 1を超えていることから、西村（2007）が指摘するように、労働条件や応募者が有
しているスキルセットについて採用時にマッチングをしても、入社後の仕事の仕方、上司と
の相性によってギャップが生じうることを示している。 
また、労働条件である労働時間、休日・休暇についても標準偏差がいずれも 1.06であり、
入社後にギャップが生じやすい要因の 1つである。応募者にとって労働時間は、ワークライ
フバランスを保つ上で重要な要素である一方、面接や面談で労働時間や休日・休暇等につい
て詳細を尋ねることは、応募者が仕事への意欲や積極性について疑念を抱かれることを恐
れて積極的には質問しない結果、面談で本人が納得のいく内容まで情報を獲得できていな
い可能性がある。 
 
 
 
 
総計
営業系 2 6.3% 11 34.4% 12 37.5% 7 21.9% 32
企画・事務・マーケティング・管理系 16 30.2% 16 30.2% 15 28.3% 6 11.3% 53
販売・サービス系（ファッション、フード、小売） 2 33.3% 4 66.7% 0 0.0% 0 0.0% 6
専門サービス系（医療、福祉、教育、その他） 3 16.7% 4 22.2% 7 38.9% 4 22.2% 18
専門職系（コンサルタント、金融、不動産） 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0% 1 50.0% 2
クリエイティブ系 1 50.0% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 2
エンジニア系（IT・Web・ゲーム・通信） 1 11.1% 6 66.7% 2 22.2% 0 0.0% 9
技術系（電気、電子、機械） 0 0.0% 3 42.9% 4 57.1% 0 0.0% 7
技術系（建築、土木） 1 16.7% 2 33.3% 1 16.7% 2 33.3% 6
技術系（医薬、化学、素材、食品） 0 0.0% 2 50.0% 2 50.0% 0 0.0% 4
施設・設備管理、技能工、運輸・物流系 1 12.5% 2 25.0% 4 50.0% 1 12.5% 8
公務員、団体職員、その他 1 11.1% 2 22.2% 2 22.2% 4 44.4% 9
総計 28 17.9% 53 34.0% 50 32.1% 25 16.0% 156
20代 30代 40代 50代
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図表 6-4 観測変数の記述統計 
 
 
5.2因子分析、変数の合成 
組織社会化・POS・HRM 施策に関して、それぞれ最尤法、プロマックス回転、固有値 1.000
以上の条件で因子分析を行った。結果、組織社会化に関して１つの因子が抽出され、総和の
平均を用いて合成変数を作成した。（平均＝3.446、標準偏差＝0.739、クロンバックのα＝
0.563）。この値が高いほど、組織社会化が高くなる事を意味している。 
POSに関して１つの因子が抽出されたため、総和の平均を用いて合成変数を作成した（平
均＝3.476、標準偏差＝0.837、クロンバックのα＝0.930）。この値が高いほど POSが高くな
る事を意味している。 
HRM変数については、2値変数のため因子分析は適切ではないが変数をまとめるために因
子分析を行った。入社時に関する項目について、それぞれ最尤法、プロマックス回転、固有
値 1.000以上の条件で因子分析を行った。HRMに関して１つの因子が抽出され総和の平均を
用いて合成変数を作成した（平均＝1.508、標準偏差＝0.422、クロンバックのα＝0.869）。
要約統計量s=156
No 設問カテゴリ 質問項目 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値 天井効果 床効果
1 HRM・入社前 現職の選考回数は何回ありましたか。 1.66 1.00 0.85 1 4 2.51 0.81
2 HRM・入社前 選考において職務内容の説明はありましたか。 1.93 2.00 0.26 1 2 2.19 1.67
3 HRM・入社前 選考において報酬内容についての説明はありましたか。 1.86 2.00 0.35 1 2 2.21 1.51
4 HRM・入社前 選考において労働時間に関する説明はありましたか。 1.80 2.00 0.40 1 2 2.20 1.40
5 HRM・入社前 選考において休日・休暇に関する説明はありましたか。 1.79 2.00 0.41 1 2 2.20 1.38
6 HRM・入社前 選考において勤務地に関する説明はありましたか。 1.88 2.00 0.32 1 2 2.21 1.56
7 HRM・入社前 選考において入社後に同じ部署になる社員と面接または面談をしましたか。 1.57 2.00 0.50 1 2 2.07 1.07
8 HRM・入社前 選考において入社後に上司になる社員と面接または面談をしましたか。 1.71 2.00 0.45 1 2 2.17 1.26
9 HRM・入社前 選考において所属予定部署の人員構成について聞いていましたか。 1.64 2.00 0.48 1 2 2.12 1.16
10 HRM・入社前 選考において所属予定部署の雰囲気や風土を聞いていましたか。 1.65 2.00 0.48 1 2 2.13 1.18
12 HRM・入社前 選考において会社全体の退職状況について聞いていましたか。 1.42 1.00 0.50 1 2 1.92 0.93
13 HRM・入社前 入社前に内定条件面談は行われましたか。 1.53 2.00 0.50 1 2 2.03 1.02
14 HRM・入社前 入社前に実際に働く職場見学は行われましたか。 1.45 1.00 0.50 1 2 1.95 0.95
15 HRM・入社時 入社時に人事制度に関するオリエンテーションが行われた。 1.49 1.00 0.50 1 2 2.00 0.99
16 HRM・入社時 入社時に福利厚生に関するオリエンテーションが行われた。 1.46 1.00 0.50 1 2 1.96 0.96
17 HRM・入社時 入社時にシステムに関するオリエンテーションが行われた。 1.47 1.00 0.50 1 2 1.98 0.97
18 HRM・入社時 入社時に仕事に関する知識について研修（いわゆる座学）が行われた。 1.60 2.00 0.49 1 2 2.09 1.11
19 HRM・入社後 入社後、配属前に配属先情報に関する説明は行われましたか。 1.62 2.00 0.49 1 2 2.10 1.13
20 HRM・入社後 上司と1対1で定例会議が実施されていますか。 1.46 1.00 0.50 1 2 1.96 0.96
21 HRM・入社後 あなたの職務範囲は明確に定義されていますか。 1.55 2.00 0.50 1 2 2.05 1.05
22 HRM・入社後 昇降格基準は明確に定義されていますか。 1.42 1.00 0.50 1 2 1.92 0.93
23 HRM・入社後 自身の目標設定には関わっていますか。 1.51 2.00 0.50 1 2 2.01 1.01
24 RJP理論 選考時に聞いていた職務内容 3.91 4.00 0.98 1 5 4.89 2.93
25 RJP理論 選考時に聞いていた報酬内容は正しかったと思いますか。 3.93 4.00 0.91 1 5 4.84 3.01
26 RJP理論 選考時に聞いていた労働時間は正しかったと思いますか。 3.85 4.00 1.06 1 5 4.91 2.79
27 RJP理論 選考時に聞いていた休日・休暇は正しかったと思いますか。 3.92 4.00 1.06 1 5 4.98 2.86
28 RJP理論 選考時に聞いていた勤務地は正しかったと思いますか。 4.20 4.00 0.95 1 5 5.16 3.25
29 RJP理論 選考時に聞いていた採用背景は正しかったと思いますか。 3.83 4.00 0.98 1 5 4.81 2.86
30 RJP理論 入社前に抱いていた職場のイメージ 3.41 3.00 1.11 1 5 4.52 2.30
31 RJP理論 入社前に想像していた上司 3.51 4.00 1.07 1 5 4.59 2.44
32 組織社会化 あなたの仕事をどう遂行すべきかについて、先輩社員に指導されましたか。 3.45 4.00 1.04 1 5 4.49 2.41
33 組織社会化 あなたの仕事に対する知識の大半は教わったのではなく試行錯誤の中で得たと思いますか。 3.50 3.00 1.04 1 5 4.54 2.46
34 組織社会化 入社時に社員とのコミュニケーションを取ることは多かった。 3.39 3.00 0.96 1 5 4.35 2.43
35 POS 今の会社はあなたが全力を尽くして仕事を遂行するための援助を提供してくれる。 3.56 4.00 0.95 1 5 4.50 2.61
36 POS 今の会社はあなたの仕事ができるだけ興味深いものになるように努めてくれる。 3.49 3.00 0.91 1 5 4.40 2.58
37 POS 今の会社はあなたの目標や価値観を重視してくれる。 3.43 3.00 0.90 1 5 4.33 2.53
38 POS 今の会社で引き続き働きたい。 3.53 4.00 0.99 1 5 4.52 2.53
39 POS 今の会社はあなたのウェルビーイング（幸福・健康）を気にかけてくれてる。 3.38 3.00 0.99 1 5 4.37 2.40
40 自発的離職 入社後から今までに離職を考えたことがありますか。 1.41 1.00 0.49 1 2 1.90 0.92
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また、入社後に関する項目について、それぞれ最尤法、プロマックス回転、固有値 1.000以
上の条件で因子分析を行った。HRMに関して１つの因子が抽出され総和の平均を用いて合成
変数を作成した（平均＝1.512、標準偏差＝0.384、クロンバックのα＝0.833）。いずれの施
策の平均値も、2値変数の総和平均を算出しているため、個別の施策というよりも、当該企
業における入社時・入社後の施策の充実度を測定していることになる。 
 
図表 7 概念ごとの合成変数 
 
 
 合成した変数とコントロール変数との相関分析を行ったところ、従属変数「入社後から今
までに離職を考えたことがある」（1=いいえ、2=はい）と、「組織社会化」「POS」「HRM・入社
時」「HRM・入社後」の相関分析を行った。「入社後から今までに離職を考えたことがある」
に対して POSが 1％水準で有意な負の影響が見られた。「組織社会化」「POS」「HRM・入社時」
「HRM・入社後」はそれぞれ正の相関を有していることから、企業側が行う HRM施策が社会
化や POSを形成する可能性がある。 
サンプルにおける転職回数の多さからジョブホッパーを懸念したが、離職意思と転職回
数とは相関が見られない一方で、年齢と組織社会化が負の相関であることから年齢が若い
方が、新しい組織の中で試行錯誤しながら馴染んでいくことが予想される。さらに業種が変
化していない人の方が離職を考えやすいというのは、業種が変化していないため、同業界に
関する情報が豊富であることに加えて前職の経験も比較としているからだろう。 
No ■組織社会化に関する項目(因子１：3項目） α=0.563
1 入社時に社員とのコミュニケーションを取ることは多かった。 .893
2 あなたの仕事をどう遂行すべきかについて、先輩社員に指導されましたか。 .783
3 あなたの仕事に対する知識の大半は教わったのではなく試行錯誤の中で得たと思いますか。 .498
■POSに関する項目(因子１：5項目） α=0.930
4 今の会社はあなたの目標や価値観を重視してくれる。 .911
5 今の会社はあなたの仕事ができるだけ興味深いものになるように努めてくれる。 .904
6 今の会社はあなたが全力を尽くして仕事を遂行するための援助を提供してくれる。 .903
7 今の会社で引き続き働きたい。 .869
8 今の会社はあなたのウェルビーイング（幸福・健康）を気にかけてくれてる。 .840
■HRM・入社時に関する項目(因子１：4項目） α=0.870
9 入社時に福利厚生に関するオリエンテーションが行われた。 .927
10 入社時に人事制度に関するオリエンテーションが行われた。 .906
11 入社時にシステムに関するオリエンテーションが行われた。 .891
12 入社時に仕事に関する知識について研修（いわゆる座学）が行われた。 .657
■HRM・入社後に関する項目(因子１：5項目） α=.834
13 自身の目標設定には関わっていますか。 .816
14 昇降格基準は明確に定義されていますか。 .810
15 上司と1対1で定例会議が実施されていますか。 .805
16 入社後、配属前に配属先情報に関する説明は行われましたか。 .726
17 あなたの職務範囲は明確に定義されていますか。 .716
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図表 8 従属変数・合成変数・統制変数の相関マトリクス 
 
 
5.3分析①：離職の規定要因としての RJP・社会化・POS 
5-3-1. RJPと離職意思との相関分析 
従属変数「入社後から今までに離職を考えたことがある」と、独立変数「RJP」の全ての
変数、「組織社会化」の合成変数、「POS」の合成変数との相関分析を行った。 
「入社後から今までに離職を考えたことがある」に対して RJP の全ての変数で負の有意
が見られた。これは入社前からイメージしていた職場環境に近いことが離職意思を低くす
ることを意味しており、特に報酬内容、労働時間、休日・休暇、職場イメージについて、入
社前に想定していた内容と異なることが離職意思に影響を与えると予想される。 また POS
についても負の有意が見られた。これは採用企業が転職者の目標や価値観に理解を示し、実
現のための援助を提供していくことで離職意思が低くなる可能性を示している。 
 また、RJP と組織社会化および RJP と POS については全ての因子で正の有意が見られた。
そして組織社会化と POS についても正の有意が見られることから入社前と入社後の認識が
一致していることで入社後の組織への適応を円滑にしていく事になると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平均値 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
1 離職を考えた事がある 1.41 0.49 1.000
2 組織社会化 3.45 0.74 -.028 1.000
3 ＰＯＳ 3.48 0.84 -.295 ** .617 ** 1.000
4 ＨＲＭ・入社時 1.51 0.42 -.016 .350 ** .295 ** 1.000
5 ＨＲＭ・入社後 1.51 0.39 .054 .444 ** .420 ** .625 ** 1.000
6 性別ダミー 0.71 0.46 .025 .093 .073 .154 + .132 1.000
7 年齢 39.90 9.41 .016 -.209 ** -.176 * -.139 + -.062 .395 ** 1.000
8 企業規模変化ダミー 0.53 0.50 .088 .012 .017 .087 -.028 -.108 -.049 1.000
9 業種変化ダミー 0.42 0.50 -.150 + -.059 -.028 -.024 -.038 .005 -.016 .126 1.000
10 職種変化ダミー 0.30 0.46 -.093 .025 .010 -.054 .055 -.035 .000 .092 .465 ** 1.000
11 役職変化ダミー 0.26 0.44 -.042 -.030 -.044 .032 .003 .187 * .226 ** .029 .129 -.002 1.000
12 転職回数 2.55 1.24 -.014 -.057 -.029 -.073 .088 .073 .461 ** .123 .055 .035 -.001 1.000
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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図表 9 従属変数×各概念の相関マトリクス 
 
 
5-3-2. 重回帰分析結果 
 従属変数「入社後から今までに離職を考えたことがある」に対して、独立変数「RJP」
の全ての変数、「組織社会化」の合成変数、「POS」の合成変数との階層的重回帰分析を
行った。 
Step2 における VIF の最大値は 4.32、R2 は.266、Step3 における VIF の最大値は 4.33、
R2は.275、Step4における VIFの最大値は 4.55、R2は.301であった。 
以下の結果から離職に影響を与えると先行研究で言われていた RJP、組織社会化、POSを
同時に推計した結果、RJPのうち、「RJP・職場イメージが違った」および POS が離職意思を
下げることが明らかになった。また、予想に反して 10%水準ではあるが「RJP・上司イメー
ジ」が Step2 および Step4 で正の影響を与えていた。さらに Step4 では「組織社会化」が
10％水準で正の影響が見られ、「POS」が 10％水準で負の影響が見られた。なお、統制変数
では全ての Stepで「業種変化ダミー」が 5％水準で有意な正の影響を与えていた。Step4よ
り仮説１は支持された。 
本稿の目的は、採用プロセスにおける「離職意思を低減させる要因の特定」あるため、分
析②では「職場のイメージ」を従属変数として相関分析・重回帰分析を行っていく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
平均値 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
1 離職を考えた事がある 1.41 0.49 1.000
2 RJP・職務内容認識 3.91 0.98 -.216 ** 1.000
3 RJP・報酬内容認識 3.93 0.92 -.317 ** .664 ** 1.000
4 RJP・労働時間認識 3.85 1.06 -.323 ** .665 ** .634 ** 1.000
5 RJP・休日・休暇認識 3.92 1.06 -.308 ** .673 ** .624 ** .749 ** 1.000
6 RJP・勤務地認識 4.2 0.95 -.210 * .559 ** .592 ** .542 ** .734 ** 1.000
7 RJP・採用背景認識 3.83 0.98 -.286 ** .697 ** .716 ** .687 ** .673 ** .641 ** 1.000
8 RJP・上司イメージ 3.51 1.08 -.229 ** .633 ** .618 ** .650 ** .585 ** .315 ** .605 ** 1.000
9 RJP・職場のイメージ 3.41 1.11 -.381 ** .653 ** .661 ** .704 ** .649 ** .400 ** .673 ** .717 ** 1.000
10 組織社会化 3.45 0.74 -.028 .363 ** .393 ** .250 ** .244 ** .221 ** .357 ** .313 ** .350 ** 1.000
11 ＰＯＳ 3.48 0.84 -.295 ** .557 ** .572 ** .495 ** .511 ** .335 ** .584 ** .595 ** .622 ** .617 ** 1.000
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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図表 10 重回帰分析【従属変数：離職を考えた事がある】 
 
 
 
5.4分析②：RJPの規定要因となる HRM施策 
5-4-1. 「RJP・職場のイメージ」と HRM施策の相関分析結果 
分析①で明らかになった「RJP・職場のイメージ」と HRM施策の各項目にて相関分析を行
った。従属変数「RJP・職場のイメージ」に対して、「入社前・労働時間の説明があった」「入
社前・同部署社員面談があった」「入社前・上司社員面談があった」「入社前・人員構成の共
有があった」「入社前・部署風土確認があった」「入社前・内定条件面談があった」「HRM・入
社時」「HRM・入社後」が１％水準で有意な正の影響が見られた。これは採用プロセスの中で
採用企業が転職者に、どのようなルール、風土のある組織でどのような人員構成の中に参画
するのかを面談を通して共有することが認識相違を低減させる事につながることを示して
いる。入社前、入社時、入社後の各プロセスについてどのような影響が見られるのかを確認
するため次節にて重回帰分析を行う。 
 
 
非標準化係数
変数名 Step1 Step2 Step3 Step4
切片 1.424 ** 2.327 ** 2.140 ** 2.174 **
性別ダミー 0.009 0.013 -0.015 0.028
年齢 0.002 -0.005 -0.003 -0.004
企業規模変化ダミー 0.095 0.085 0.091 0.092
業種変化ダミー -0.262 * -0.239 * -0.228 * -0.234 *
職種変化ダミー 0.040 -0.022 -0.026 -0.032
役職変化ダミー -0.014 -0.026 -0.023 -0.029
転職回数 -0.032 0.029 0.023 0.021
RJP・職務内容認識 0.110 0.095 0.101
RJP・報酬内容認識 -0.107 -0.121 -0.105
RJP・労働時間認識 -0.062 -0.056 -0.078
RJP・休日・休暇認識 0.045 0.047 0.083
RJP・勤務地認識 -0.006 -0.001 -0.001
RJP・採用背景認識 -0.110 -0.118 -0.129
RJP・上司イメージ 0.124 + 0.114 0.136 +
RJP・職場のイメージ -0.194 * -0.189 * -0.163 *
組織社会化 0.073 0.148 +
POS -0.158 +
R
2 .072 .266 ** .275 * .301 **
Adjust R
2 .008 .148 .149 .170
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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図表 11 RJP×HRM施策の相関マトリクス 
 
 
・重回帰分析「RJP・職場のイメージ」を規定する HRM施策 
分析①で明らかになった RJPの中でも「RJP・職場のイメージ」を規定する HRM施策を検
討する。従属変数「RJP・職場のイメージ」に対して、独立変数「入社前」の全ての因子、
「入社時」の合成変数、「入社後」の合成変数との階層的重回帰分析を行った。Step2 にお
ける VIF の最大値は 3.59、R2 は.211、Step3 における VIF の最大値は 3.60、R2 は.216、
Step4における VIFの最大値は 3.62、R2は.231であった。全ての Stepで「人員構成の共有
があった」が 5％水準で有意な正の影響が見られた。また、Step2および Step4で「内定条
件面談があった」が 10％水準で有意な正の影響が見られた。以上により仮説 2-1 および仮
説 2-2は支持されず、2-3は支持された。 
以下の結果から RJP に影響を与えると先行研究で言われていた入社前の採用プロセスが
入社以降も影響を与えていることが明らかになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
平均値 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
1 RJP・職場のイメージ 3.41 1.11 1.000
2 入社前・選考回数 1.66 0.85 .122 1.000
3 入社前・職務内容の説明があった 1.93 0.26 .171 * .067 1.000
4 入社前・報酬内容の説明があった 1.86 0.35 .201 * .077 .464 ** 1.000
5 入社前・労働時間の説明があった 1.80 0.40 .214 ** .028 .490 ** .583 ** 1.000
6 入社前・休日、休暇説明があった 1.79 0.41 .164 * .033 .348 ** .467 ** .765 ** 1.000
7 入社前・勤務地説明があった 1.88 0.32 .153 + -.027 .371 ** .372 ** .524 ** .550 ** 1.000
8 入社前・同部署社員面談があった 1.57 0.50 .252 ** .111 .216 ** .207 ** .314 ** .312 ** .254 ** 1.000
9 入社前・上司社員面談があった 1.71 0.45 .314 ** .213 ** .212 ** .270 ** .286 ** .225 ** .301 ** .591 ** 1.000
10 入社前・人員構成の共有があった 1.64 0.48 .327 ** .110 .211 ** .196 * .398 ** .332 ** .357 ** .512 ** .497 ** 1.000
11 入社前・部署風土確認があった 1.65 0.48 .246 ** .074 .115 .325 ** .313 ** .283 ** .328 ** .485 ** .429 ** .635 ** 1.000
12 入社前・会社退職状況確認があった 1.42 0.50 .199 * .160 * .236 ** .235 ** .329 ** .253 ** .147 + .455 ** .373 ** .479 ** .459 ** 1.000
13 入社前・内定条件面談があった 1.53 0.50 .295 ** .089 .290 ** .353 ** .460 ** .357 ** .300 ** .421 ** .387 ** .386 ** .361 ** .450 ** 1.000
14 入社前・職場見学があった 1.45 0.50 .038 -.019 .198 * .106 .191 * .183 * .124 .210 ** .091 .192 * .196 * .219 ** .212 ** 1.000
15 HRM・入社時 1.51 0.42 .241 ** .224 ** .243 ** .215 ** .238 ** .215 ** .186 * .378 ** .306 ** .197 * .182 * .338 ** .460 ** .113 1.000
16 HRM・入社後 1.51 0.38 .309 ** .178 * .251 ** .282 ** .339 ** .267 ** .263 ** .431 ** .416 ** .373 ** .396 ** .566 ** .440 ** .178 * .625 ** 1.000
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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図表 12 重回帰分析【従属変数：RJP・職場のイメージ】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
非標準化係数
変数名 Step1 Step2 Step3 Step4
切片 3.803 ** 1.515 + 1.377 1.312
性別ダミー -0.045 -0.228 -0.257 -0.245
年齢 -0.014 -0.015 -0.013 -0.013
企業規模変化ダミー -0.011 -0.021 -0.039 0.001
業種変化ダミー 0.165 0.214 0.212 0.249
職種変化ダミー -0.096 -0.080 -0.059 -0.135
役職変化ダミー 0.071 0.031 0.027 0.054
転職回数 0.050 -0.021 -0.015 -0.043
入社前・選考回数 0.039 0.024 0.023
入社前・職務内容の説明があった 0.305 0.253 0.297
入社前・報酬内容の説明があった 0.436 0.435 0.404
入社前・労働時間の説明があった -0.168 -0.145 -0.196
入社前・休日、休暇説明があった 0.025 0.006 0.054
入社前・勤務地説明があった -0.148 -0.154 -0.193
入社前・同部署社員面談があった -0.009 -0.041 -0.032
入社前・上司社員面談があった 0.330 0.320 0.263
入社前・人員構成の共有があった 0.565 * 0.579 * 0.576 *
入社前・部署風土確認があった 0.009 0.022 -0.005
入社前・会社退職状況確認があった -0.162 -0.172 -0.341
入社前・内定条件面談があった 0.424 + 0.350 0.391 +
入社前・職場見学があった -0.132 -0.132 -0.136
HRM・入社時 0.238 -0.032
HRM・入社後 0.573
R
2 .017 .211 * .216 * .231 *
Adjust R
2 -.030 .094 .093 .104
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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第 6章 考察 
6-1 重回帰分析結果の考察 
 本稿では中途採用プロセスにおける入社前、入社時、入社後の各段階を RJP 理論、組織社
会化、POSの概念にあてはめ、既存研究で述べられていた離職意思への影響を測るため変数
を同時投入して分析を行った。分析 1では、「離職を考えた事がある」と RJP、組織社会化、
POSとの重回帰分析を行った。分析の結果、RJPの項目である「上司イメージ」が 10％水準
で正の方向に有意であり、RJPの項目の「職場のイメージ」が 5％水準で負の方向に有意で
あった。 
「上司イメージ」が 10％水準で正の方向に有意であったことには 2 つの可能性があるだ
ろう。1 つは、ギャップがプラスに機能した場合である。「上司イメージ」が入社前に想定
していたよりもプラスのギャップがあった時には離職意思を低減させることがあると考え
られる。もう 1 つの可能性は、自分または上司が異動することで「やり過ごす」場合であ
る。一生同じ上司と上下関係で仕事をする可能性は低い。それは上司が昇進昇格、他部署へ
異動、退職等する場合や自分自身が昇進昇格や他部署へ異動する可能性があるからである。
その意味で仮に期待していた上司とギャップが生じても、やり過ごしてしまう（我慢する）
可能性がある。 
「職場のイメージ」は、入社前のイメージから離れることが離職意思を増加させることを
示していた。RJPについて「職場のイメージ」のみが有意な影響が見られた理由は、求人票
（広告）などを通して認識していた情報および、採用プロセスで認知したイメージを持って
入社への意思決定をしているため、イメージから離れることで離職意思への影響を及ぼす
と考えられる。 
今回の研究の目的は、離職に対してネガティブに働く要因を特定し、採用プロセスの課題
を解決する事であるため、分析 2では「職場のイメージ」と、各 HRM施策との重回帰分析を
行った。分析 2の結果から、step2、step3、step4において「人員構成の共有があった」が
5％で正の方向に有意であった。また、step2、step4 においては「内定条件面談があった」
が 10％で正の方向に有意であった。この結果から採用プロセスの影響は、入社後にも継続
することが明らかになった。具体的には、入社前に聞いていた項目（例えば労働時間や休日・
休暇などの人事制度）が入社後に本人の認識と異なっていたとしても、転職者の行動によっ
て入社後に変更することのできないケースが多く含まれるからであると考えられる。 
人員構成の情報は、色々なことを教えてくれることを示唆している。第 1に、職場の規模
感をイメージできるだろう。人員構成が期待される業務に対して極端に少なければ、労働時
間が増え、残業が多いと応募者は類推するであろう。第 2に、人員が多くてもその多くがパ
ートタイマーであったり、限定正社員の場合、難易度の高い仕事を任せるのは難しく、仕事
を回していくために人材育成も担う可能性があると判断するかもしれない。第 3に、男女比
や外国人の有無、障がい者の有無なども事前に知ることが出来れば、様々な配慮や心構えも
事前にできるであろう。Kanter(1977)では、男性と女性では企業内に張り巡らされている社
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内ネットワークが異なることが指摘されており、同様のことを小笠原（1998）でも指摘され
ている。外国人がいれば、その従業員に対してどんな言語で接する必要があるのか、どの程
度の日本語が分かるのかなどを応募者は推測するであろう。同様に、障がい者についてもど
のように接するか、どのように仕事を割り当てるかなどを思慮するだろう。 
 
第 7 章 おわりに 
7-1 理論的意義と実践的示唆 
本研究では、入社半年以内の正社員を対象に離職意思に影響を与える HRM 施策を明らか
にするために調査を行った。本研究の理論的インプリケーションは、第 1に、RJP・組織社
会化・POS を同時投入し、離職意思への影響を検討した点にある。Bilal (2016)、
Wanaous(1973)で明らかにされていた RJPが離職意思に負の影響を与えるという点をアメリ
カとは転職文化が異なる日本においても同様である事を明らかにした上で組織社会化・POS
という入社時・入社後プロセスの概念を同時に投入しても同じく RJP が離職意思に対して
影響を与えていることを明らかにできた。 
第 2として、HRM施策が RJPに影響を与える点において、入社前・入社時・入社後の 3つ
の区分で分けたときに入社前に実施した HRM 施策が入社時の段階、入社時から入社後に移
る段階でも影響が続いていくことを確認ができた。金井(1994)、堀田（2007）で述べられて
いた「採用プロセスにおいてありのままの情報共有をする事が RJPに正の影響を与える」と
いう点を確認しつつ、その影響範囲が入社時・入社後にも継続することが確認できた。具体
的には人事制度など入社後に転職者の行動によって変更できない項目については入社前に
十分な情報の提供と認識相違がないかの確認をしておくことが離職意思を低下させること
につながる事を明らかにした。 
実務的な含意として、中途採用プロセスにおいて入社前に「人員構成の共有」「内定条件
面談」をはじめ所属部署の上司や同僚とも面談をしておくことで職場のイメージが醸成さ
れ離職を低減させる可能性につながるとの結果は、採用課題を抱える企業にとっては意義
のある情報である。昨今の景気回復の影響で 1 人あたりが受け取る内定数も増えている傾
向に加え、労働市場の流動性が高くなっているため、転職者にとっても入社後に想像どおり
の会社でなければすぐに次の会社に移る選択肢が取れるようになっている。採用企業とし
ては転職者に短期で離職される事で、転職者に対応してもらう予定だった業務を任せる社
員がいなくなり、結果的に既存社員への業務負荷を増大させてしまうことにもつながりか
ねない。 
また、採用手法において「体験入社」を導入する企業が増えてきている。これは採用プロ
セスの中で 1日～3日ほど実際に職場にきてもらい業務対応をしてもらう内容である。今回
の研究結果と合わせて考えると、実際に職場に入り、上司になる予定の社員、同僚になる予
定の社員と共に業務を進め、コミュニケーションを取る中で入社前後での職場イメージの
ギャップを低減させ離職意思低下につながると捉えられる。特に、転職者にとっては「自分
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と会社」「自分と上司」「自分と同僚」などの直接的なイメージのみではなく「同僚から見た
上司イメージ」「同僚から見た会社イメージ」など多面的な情報の捉え方ができる。採用企
業からしても、体験入社後に対応をした社員から転職者に対するフィードバックを回収す
ることで採用可否の判断材料につなげ、採用基準に見合わない人材採用を防ぐことが可能
となる。この「職場イメージのギャップを低減させる体験入社」について筆者の経験も併せ
て効果のほどを述べておきたい。筆者は 1度転職を経験しているが、転職をした企業では最
終選考で「全社員との面談実施」というプロセスがあった。内容は配属予定の職場にて、半
日をかけて全社員と 15 分ずつ面談をして回るという内容である。全社員面談の効果として、
入社前に全社員とすでに会話をしていることで「職場のイメージ」にギャップがなくなり、
入社後もスムーズに組織適応する事ができたと言える。また後で分かった事ではあるが、15
分の面談後に社員は採用責任者に面談内容と評価についてメールでフィードバックをする
というオペレーションであった。このような経験からも「採用後の定着効果」を担保する採
用手法の一つとしては体験入社というのは一定の効果があるのかもしれない。転職者の定
着を促進する取り組みとして採用企業はもとより、転職を支援する仲介会社にとっても「採
用選考プロセスをどのように設計することが本来の採用の目的を果たすのか」については
引き続き注目をしていきたい。 
 
7-2 本研究の限界と今後の課題 
離職意思と HRM施策の関係について媒介変数に RJP・組織社会化・POSを同時に置き、分
析の第 1段階として媒介変数が離職意思に与える影響の確認を行い、第 2段階として、HRM
施策が媒介変数にどのようなどのような影響を及ぼすのかを明らかにした。ただ、課題も多
く存在する。第 1に、従属変数として置いた「離職を考えた事がある」の変数についてであ
る。入社後半年以内のどこかで離職を考えた事があったとしても、どのようなタイミングで
離職を考えたのか、どれくらいの強さで離職を考えたなどは調査できていない。実際には
「上司から怒られたので一時的に離職を考えた」や「仲の良い社員が退職してしまったので
離職を考えた」など「離職を考えた事」と「実際に離職行動を起こす事」の相関については
今回の調査で明らかにできていない。 
第 2に HRM施策の入社前・入社時・入社後の弁別性である。本研究においては媒介変数に
当てはめる形で入社前・入社時・入社後の三区分としたが、実際に採用企業で運用されてい
る HRM 施策が同じように区分されているわけではない。実際には企業ごとに認識が異なり
多くが明確な区分を持っていないと考えられる。 
 このように本研究は多くの課題を残している。しかし、これらの事実を踏まえながらもこ
の論文が日本の転職市場における入社後の定着にわずかでも貢献をなす成果であることを
期待して結びとしたい。 
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